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基安安発第 0814003号

平成 19年 8月 14日

都道府県労働局労働基準部長 殿

厚生労働省労働基準局

安全衛生部安全課長

(公 印 省 略)

派遣労働者に係る労働災害に関する労働者死傷病報告の取扱いについて

標記については､平成 16年 3月 11日付け事務連絡により当課課長補佐から都道府県

労働局労働基準部安全主務課長あて指示しているところであるが､派遣労働者に係る労働

災害について､派遣先からの休業4日以上の労働者死傷病報告 (労働安全衛生規則様式第

23号)(以下 ｢報告｣という｡)の提出数が派遣元からの提出数と比較 して相当程度少な

い状況となっている｡

このため､派遣先 ･派遣元からの報告の適正化を図るべく､別記 1の団体に対して別添

1により､別記 2の団体に対 して別添2により､報告の提出の徹底等について要請したと

ころである｡

ついては､各都道府県労働局においても､下記事項に留意の上､需給調整部署と必要な

連携を図りつつ､派遣労働者に係る報告提出の徹底を図られたい｡

記

1派遣先 ･派遣元関係団体等に対する要請等

(1)派遣先 ･派遣元関係団体に対する文書要請

別記 1及び2の業界団体等の都道府県支部等に対し､別添1及び2を参考として要請

を行うこと｡

(2)派遣先 ･派遣元関係団体に対する集団指導等

派遣元事業者､製造業等で派遣労働者を多数受け入れていると考えられる事業者等

-を対象とした集団指導等を実施する際には､労働者死傷病報告の取扱いについても併



せて指導を行うこと｡

また､需給調整部署において集団指導等が実施される場合には､労働基準部におい

て必要な説明等を行えるよう協力を求めること｡

2 報告受理時の窓口における指導

(1)派遣先から報告の提出があった場合には､派遣元に対して労働者派遣法施行規則第4

2条に基づき､その写しを派遣元に送付する義務がある旨を教示 し､派遣元への送付を

指導すること｡

(2)派遣元から報告の提出があった場合については､派遣先から送付を受けた報告の写し

を確認する等により､報告受卿 寺に派遣先から写しの送付を受けている事実を確認する

こと｡

3 報告を提出しない派遣先事業場等に対する指導

(注)別添､別記については秘文書として取り扱う必要はないD



基安安発第0814001号

平成 19年8月 14日

別記1の団体の長 殿

厚生労働省労働基準局

安全衛生部安全課長

派遣労働者の労働災害に関する労働者死傷病報告の取扱いについて

標記報告につきましては､従来より､派遣先及び派遣元事業者双方から提出することが

義務付けられているところでありますが､平成 16年 3月より､労働者死傷病報告の様式

が改正され､派遣労働者に係る労働災害については､派遣先 ･派遣元の明示や､派遣先事

業場名の明記等が義務付けられたところ (別紋参照)です｡

しかしながら､今なお､派遣先事業場から労働者死傷病報告が提出されない等､不適切

な事案が見られることは誠に遺憾なことであります｡

つきましては､貴団体の会員事業場に対し､労働者死傷病報告の提出に関し､下記の事

項について再度周知徹底を図っていただくようお願い申し上げます｡

記

1 労働者が労働災害等により死亡又は休業したとき､事業者は所轄の労働基準監督署長

に労働者死傷病報告を提出しなければならないとされているが (労働安全衛生規則第97

条)､派遣労働者が派遣中に労働災害等により死亡又は休業したときは､派遣先及び派遣

元の事業者双左がそれぞれの事業場を所轄する労働基準監督署長に労働者死傷病報告を

提出しなければならないこと｡

2 派遣先の事業者は､労働者死傷病報告を提出したとき､その写しを派遣元の事業者に

送付しなければならないこと (労働者派遣法施行規則封第42条).

注)労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法

律施行規則 (昭和61年労働省令第20号)



別記1(派遣先となりえる業界団体等)





⑳労働者発傷病報告⑳提出臆慧bl冨⑳ (別紙)

労働者が労働災害等により死亡又は休業したとき､事業者は所轄の労働基準監督署に労働者

死傷病報告を提出しなければなりません｡(労働安全衛生規則第97条)

派遣労働者が派遣中に労働災害等により死亡又は休業したときは､派遣先及び派遣元の事業

者が､派遣先の事業場の名称等を記入の上､所轄労働基準監督署に労働者死傷病報告を提出す

る必要があります｡

平成16年3月より､労働者死傷病報告の様式が改正され､派遣労働者についてはその旨を

記載することとなりました｡

労働者死傷病報告様式23号 (休業4日以上)の改正部分

労働者死傷病報 告
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記載する欄

(参提出事業者を派遣先又は派

遣元の事業者に区分する欄

なお､派遣先の事業者は､労働者死傷病報告を提出したとき､その写しを派遣元の事業者に

送付しなければなりません｡(労働者派遣法施行規則第42条)



基安安発第0814002号

平成 19年8月 14日

別記2の団体の長 殿

厚生労働省労働基準局

安全衛生部安全課長

派遣労働者の労働災害に関する労働者死傷病報告の取扱いについて

標記報告につきましては､従来より､派遣先及び派遣元事業者双方から提出することが

義務付けられているところでありますが､平成16年 3月より､労働者死傷病報告の様式

が改正され､派遣労働者に係る労働災害については､派遣先 ･派遣元の明示や､派遣先事

業場名の明記等が義務付けられたところ (別紙参照)です｡

しかしながら､今なお､事業場から労働者死傷病報告が提出されない等､不適切な事案

が見られることは誠に遺憾なことでありますD

つきましては､貴団体の会員事業場に対し､労働者死傷病報告の提出に関し､下記の事

項について再度周知徹底を図っていただくようお願い申し上げますo

記

1 会員事業場に対し､次に掲げる事項について再度周知徹底を図っていただきたいこと.

(1)労働者が労働災害等により死亡又は休業したとき､事業者は所轄の労働基準監督署に

労働者死傷病報告を提出しなければならないとされているが (労働安全衛生規則第 97

粂)､派遣労働者が派遣中に労働災害等により死亡又は休業したときは､派遣先及び派

遣元の事業者がそれぞれの事業場を所轄する労働基準監督署長に労働者死傷病報告を

提出しなければならないこと｡

(2)派遣先の事業者は､労働者死傷病報告を提出したとき､その写しを派遣元の事業者に

送付しなければならないこと (労働者派遣法施行規則肘第42条).

2 会員事業場に対し､次に掲げる事項の実施について周知を図っていただきたいこと｡

(1)派遣労働者に係る労働災害が発生した場合､派遣先事業者に対し､所轄労働基準監

督署長に提出した労働者死傷病報告の写しを派遣元に送付することが義務づけられて

いることを教示し､当該報告の写しの送付を求め､その内容を踏まえて労働者死傷病



報告を作成すること｡

(2)労働者死傷病報告を所轄労働基準監督署長に提出する際､派遣先からの労働者死傷

病報告の写しを添付 ･提示する等により､派遣先から労働者死傷病報告の写しの送付

を受けた事実を明示すること｡

荏)労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法

律施行規則 (昭和61年労働省令第20号)



別 記 2 (派 遣 元 事 業者 等 の 団 体 )



⑳労働者死傷病報告◎提出臆∋』も冨⑳ (別紙)

労働者が労働災害等により死亡又は休業したとき､事業者は所轄の労働基準監督署に労働者

死傷病報告を提出しなければなりません｡(労働安全衛生規則第97条)

派遣労働者が派遣中に労働災害等により死亡又は休業したときは､派遣先及び派遣元の事業

者が､派遣先の事業場の名称等を記入の上､所轄労働基準監督署に労働者死傷病報告を提出す

る必要があります｡

平成16年3月より､労働者死傷病報告の様式が改正され､派遣労働者についてはその旨を

記載することとなりました｡

労働者死傷病報告様式23号 (休業4日以上)の改正部分

労働者死傷病報 告
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なお､派遣先の事業者は､労働者死傷病報告を提出したとき､その写しを派遣元の事業者に

送付しなければなりません｡(労働者派遣法施行規則第42条)




